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１．はじめに  

 ＪＲ東日本では，これまでの被害分析を踏まえて，

高い確率で発生すると考えられている首都直下地震に

備え，耐震補強工事を実施している． 

本稿は，高盛土区間の鉄道橋橋台背面盛土部におい

て実施した耐震補強工事の中で，棒状補強工の施工上

の課題と対策および線路に挟まれた狭隘部における一

般用工事重機を用いた耐震補強工事の施工方法につい

て報告するものである． 

 

２．施工概要 

 施工箇所は橋台背面盛土部であり，その左右を線路

に囲まれた狭隘箇所である．そのため，工事に必要な

重量物等の搬入が課題となった． 

また，当該箇所は過去に橋りょうの架替工事が行わ

れており，架替後に利用しなくなった旧橋台を土留壁

として利用している構造であった（図―１，図―２）．    

旧橋台には変状が発生していること，建築限界から

の離隔にも余裕がないこともあり，本工事において旧

橋台の撤去も併せて実施することとした．そのため，

耐震補強材を兼用する鋼矢板式土留を旧橋台の背面に

新設した後に，線状の補強材を設置するタイブル工を

施工し，旧橋台を撤去する計画とした．また，タイブ

ル工を施工できない箇所においては，棒状補強工で耐

震補強を行う計画とした。 

 

３．施工箇所の課題 

（１）狭隘箇所施工の課題 

棒状補強工等を円滑に施工するために，現地から作

業エリアまでの作業半径・吊荷の最大重量・架線との

空頭差などを考慮のうえ，25ｔラフタークレーンを採

用することとした．工事進捗に合わせて施工機械の移

動や資機材の搬入出等を適宜実施できる現場環境の確

保が最重要課題となるが，本現場は線路に挟まれた狭

隘箇所であり,側道に配置したクレーンによる資機材

搬入出等が非常に困難な状況であった．  

（２）棒状補強工の課題 

一部の補強で中径（φ=135mm，D32）の補強材を定

着させる補強方法*1)を採用した．しかし，中径棒状補強

工の１段目を施工した後に，引抜試験を実施したとこ

ろ，引抜耐力に達する前に抜け出しが生じた．このた

め，所定の引抜耐力を確保するための対策を検討する

必要が生じた． 

 

４．対策の検討と実施 

（１）狭隘箇所施工の対策 

現場への 25ｔラフタークレーン搬入は，線路外部か

ら盛土部へ搬入するために必要な 360ｔトラッククレ

ーンの配置が周辺状況を考慮すると困難であると判断

し，線路上を運搬する計画とした．また，搬入に関し
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図―２ 施工箇所断面図（A－A） 

図―１ 施工箇所平面図 
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ては日々回送する場合，全ての列車運行が終了した線

路閉鎖の間合いでの作業となるため，載線箇所からの

移動を考慮すると作業時間に制約が生じる．そのため，

近傍の保守基地から現地に整備した作業ヤードまで軌

陸式クレーンと比較して安価な 25t ラフタークレーン

を載線用専用台車で搬入し，現場に留置する計画とし

た．併せて，B 線の線路上を仮設材で覆い，クレーン

の作業環境を整えることで，適宜必要な重量物を搬入

出可能とし，施工性を向上させた． 
（２）棒状補強工の対策 

 対策工を検討するに当たり，設計段階のボーリング

に加えて中径棒状補強工を施工した付近の物性値をよ

り詳細に把握するめ，現位置にて地質調査（スウェー

デン式サウンディング試験及びサンプリングボーリン

グ調査）を追加実施した．追加で現位置にて実施した

地質調査結果をもとに現設計の引抜耐力を算出したと

ころ，所定の安全率を満足出来ないことを確認した．

このため完成時の安定を満足するための対策として，

案①背面地盤改良および案②背面反力体構築の対策方

法を検討した．両案とも，施工した中径棒状補強工を

利用し，盛土地盤の安定を確保することで所定の引抜

耐力を満足する対策工とした． 
比較検討結果を表―１に示す．必要性能および工期

は同等であったが，案①は地盤改良に伴う隆起や沈下

の可能性があり，上部を走行する線路への影響が懸念

された．また，コスト比較においても優位性が顕著で

あったため，案②の反力体構築を採用した． 
 

５．棒状補強工の対策の施工結果 

 現場においては旧橋台の撤去に際して，中径棒状補

強工を支保工として旧橋台背面盛土を掘り下げる計画

であったが，隣接する既設擁壁を利用して仮梁を施工

し，中径棒状補強工２・３段目の施工を進めることと

した（図―３）．反力体を構築する箇所は，近接する線

路の軌道中心から 4.1m の離隔であり，列車運行への影

響を最小限に抑えるため夜間線閉作業とし，

2.0m×3.6m×8.0m の小判型ライナープレートを立坑とし

て設置し，掘削を行った．ライナープレート掘削背面

には施工に伴う盛土緩み対策として凝結硬化促進剤を

添加したセメントミルクを注入した． 

また，ライナープレート内部にコンクリートを打設

して反力体とし，所定の強度を確認した．そして，中

径棒状補強工１段～３段の各段で引抜試験を実施し，

所定の引抜耐力を確認した． 

 

６．おわりに 

 首都圏での盛土耐震補強工事の施工は狭隘箇所が多

く，使用機械や作業間合い等の制約が多い．今回は 25t

ラフタークレーンを留置し，資機材の搬入出を可能に

することで施工性の向上を図った．今後も各現場の周

辺環境等を考慮し，可能な限り施工性を向上させるこ

とが求められる． 

 また，棒状補強工では，所定の引抜耐力が得られな

かった場合の対策工として，反力体を構築することで

解決した．同種事象が発生した場合を踏まえ，今後も

新たな工法の検討を続ける必要があると考えている． 
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図―３ 中径棒状補強工断面図（B-B） 
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２本/段 

案①：背面地盤改良 案②：背面反力体構築

概要図

概要

　二楔法による崩壊線の外側に
地盤改良体を造成して、中径棒状
補強工の付着抵抗力を増加させ
る。

　二楔法による崩壊線の外側に
深礎工法により立坑を構築する。
　立坑内の中径棒状補強工先端
に定着加工を施して、立坑内にコ
ンクリートを充填し、反力体とす
る。

対策工
仕様

　中径棒状補強工の仕様
　　Ｌ＝10.0m
　改良体の形状
　　B＝4.0m，H＝8.0m
　改良体の仕様

　　粘着力Ｃｕ＝300kN/m2

　 （付着力f＝100kN/m2）

　中径棒状補強工の仕様
　　Ｌ＝10.0m
　反力体の形状
　　B＝2.0m，H＝8.0m
　反力体の仕様
　　コンクリート設計基準強度

　　Fc＝24.0 N/mm
2

工期 2ケ月 2ケ月

施工時
安全性

△ ○

コスト
比率

2.4 1

判定 △ ○

地盤改良（Cu=300kN/m2） 反力体（深礎立坑）
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